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新 しいまちづ くり活動の支援システムの研究
-｢基金｣ ｢公益信託｣ ｢NPO｣ の現状と課題一
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(2) 公益法人 (地方自治体が出指した財団法人等)における ｢基金｣
(基本財産と運用財産､その他の基金を含む)

















(i)基金､ (2)公芸法人 (対日法人)､ (3)公益信託､ (4)第三セクター (諌言会社)刀
主視点の荷故について､①滋的花札 ②損本,買別､③基本的な財産､④遷言讃臥 ⑤事芸の輯乱 ⑤事業の
可維範雷の観点より､とりまとめて比較考孟したらのが次芸である,
31
- (H 基 金 ((" 'i;孟 f^,A 川 公 益 信 託 第三セクター川 (諌言全社)地方公共田拝 財 団 法 人
i.宅 的 損 拠 地方公共団捧内 財団法人の場合 寄 附 行 為 主誘官庁の設置 法 人 空 記
詔の投畳は条例(地方自治法) は等附行為(民 法) (王 達) 許可(信 託 法) (商 法)
2.損 太浸 剤 条 例 寄 附 行 為 寄 附■行 為 公益信託契約 定 款
3.基 本 的 な封 蔓 基 金 基 金 基泰 討室と遠点財産がある 信 託 財 産 買 衷 金
4.運 言 讃 FuB 空 事 者 空 事 全 空 事 全 ①信託雪雲人の同意および②遺言召貴会等の助 ､勧告を受けて受託者(信讃 行)那行う ･遺言の芸所は｢取箱役会_Iが執行重要案件は諌言総 ｣の責記が必要
5.事業の再考 -:椴会計上の事 一姫的には財田 公芸キヨ的とした ･信託頚行が許可 ･収益事業を.3行
宗と明一遍に区分 .%人を設立して 財重曹雪や施設等 申請等を行うた する場合には孟
する必要がある○基金を雪雲する.の菅空運言宗全等 め､法人里記や も適していろ,
(使途の制限が 基金に基づく を遂行する○ 事務所設置が ･一腰的には
ある) 事業がその他の 三溝官庁の ｢設立 不要O ｢商法上の競三｣
また､議会への 辛芸と明蒜に区 許可｣が必要であ ･財団法人のよう に従うが､粗方
詑告義帯がある.別できる, ′○○ に人件男等の事務的桂 がかからない.･三原官庁の ｢設立許可｣ 必要○ 公共田棒の出買割合によっては｢地方喜捨法上の規定｣に従う譲合がある○
6 事 業 の 基金の設置目的の転田内 公益事業でかつ 公益信託 契約の 定款記載の呂粥の
可 能 菰笥 定奈記載の目的の転鼠⊃ただし､ 公益手芸の目的連 戒のため収益事 業(制限あり)を 行うことは可能○ 両宙内 菰昆内
7 三吉している ･助成 .育成宇美 ･財重曹雪 ･実字金給付 ･施設の遷設か.i--
事 業 分 野 ･実劫事業 ･属設題言雪空 ･研究助成等凝異 管空運言に三つ
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図表2 基金の比較
基金の主導田捧 基金設置根拠 基金の菅号 .運用三拝と会計 .運用区分 ･事 -Pl:
地 方 公 共 団 捧 条 例 ① 地方公共冠体の直轄 (蛋)･特定呂的のために運用会計処塁上は-殺会計 東京都環境碍全基金他16基金
(財団設立の韻暑さ)寄 附 行 為 ② 財団法人による菅雪 .運用･基本新主お び運用財産 :(財)舶虐待の基金卜.足立三'7づくり公社尉 まつど舞と水辺の
･基金の真実による運用は封田の一般 緑化基金
会計処空･基金会汁として､財田の他事業のと区分するケ丁スもある (財)東京都公国協会
言問企業､壁済苛序､讃墳深護石持一層人等 ① 企業 .冠棒による青空 .遷JT'F=･ 芸会計による益金処分 ｢コメリ緑基金｣ト7.リ.7-ス基金｣地域産業売異
(剰余金､預かり金等) (静間商工会議所)
寄 附 行 為 ② 財日法人･基本財ヨおよび運用財産 (財) トヨタ財田尉 たくぎん7ロ.JテLT財田J柿Eg川自然岸護討
･基金の果実に与る運用は財田の一般会計処望 〔ヨ
③ その他の公益法人 社会福祉法人 Lがぎん福祉財団
































































































































































































(3) 『地方財政法』節 7条 :余剰金
(1) 『地方財政法』の ｢年度間の財源調整｣
『地方財政法』第4条の3には､｢地方自治体における年度間の財源の調整｣について､次のよう














































































































































































































































.(∋L積 立 金 ② 積立金取崩し額 ③ 純積立額
平成元年度 4兆5,411億円 9,789億円 3兆6,629億円
平成2年度 5兆821億円 1兆5,537億円 3兆6,446億円
平成3年度 4兆6,769~億円 2兆7,127億円 2兆 7,127億円
平成4年度 3兆7,153億円 2兆6,947億円 1兆206億円
平成5年度 2兆6,333億円 3兆 1,266億円 ▲ 4,932億円
平成6年度 2兆3,900億円 3兆2,740億円 ▲ 8,839億円
平成7年度 2兆289億円 3兆1,234億円 ▲ 1兆945億円
平成8年度 2兆1,370億円 2兆7,127億円 ▲ 5,757億円



































積立金現在高(億円) (丑財政調整基金 (参減債基金 ③その他特定基金
平成元年度 13兆4,342億円 3兆6,123億 2兆6,507億 7兆1,712億
平成2年度 17兆 858億円 3兆8,797億 4兆4,417億 8兆7,643億
平成3年度 19兆6,913億円 3兆9,381億 5兆9,480億 9兆8,052億
平成4年度 20兆7,257億円 3兆8,655億 6兆5,874億 .10兆2,728億
平成5年度 20兆 269億円 3兆6,864億 6兆 1,002億 10兆4,824億
平成6年度 19兆3,992億円 3兆6,539億 5兆4,795億 10兆2,658億
平成7年度 18兆3,282億円 3兆5,516億 4兆9,601億 9兆8,165億



















































































































化振興基金｣ ｢都市景観 ･彫刻のまち基金｣ ｢地域福祉振興基金｣などがある｡
｢まちづ くりに係わる組織｣については､世田谷区と同様に､(1)足立区が出損･出資した地方公
社･第3セクター､(2)NPO法に基づいて､法人格を取得した団体､(3)その他､任意団体として設
立された ｢町内会｣ ｢同好会｣など､のまちづ くり組織がである｡
次の図表は､これらの関係性について､模式図化したものである (図表7)0
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② i/2以上出雲法人 (株式会社 l辻)
(抹)世田谷川場ふるさと公社
③ その他の法人 (社団法人 1日捧)
(社)世田谷区シルバー人材センター
商 工 会 議 所





各 藩 田 序
自治 会 ･町内会 等
ボ ラ ンテ ィア脇 会
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金､ ① 育英安全苛立基金､ ① スポーツ嶺



































② i/2以上出買法人 (簾式会社 2団体)
足立市若槻開票 (蘇)
(蘇)足立野市着生化センター
③ その他の法人 (社団法人 l田斥)
(社)足立区シルバー人材センター
商 工 会 議 所
東 京 商 工 会議 所 ･足 立 支 部
社 会 福 祉 法 人
足立区社会福祉盤議会
公 益 信 託
あだちまちづくりトラスト
(｢足立区まちづくり公社｣が菅望)
各 藩 昂 捧
自治会 ･町内 会 等
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政調整基金は18億 6百万円､②減債基金は7億 86百万円､(診その他特定目的基金は51億 59百万
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図表8 電源三法の制度の概要
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原子力 J.=_言王全i. 行京等 委託貢 654
～. 票詔 言責芸全 i98
3. 青雲三脚 雪 397
4. 霊宝芸責苦芸当 63
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% # 公iZdtETコ-1中庄 まもづ 公iS岱托今紳士もづくり文化
く.り本牧話金 脹91益金






香 托 者 新本牧地区土地管理血合 今紳士もづ くり文化尾州基金迎苫香且会
交 代 者 ≡詐盾托虫行株式会社 中火は托銀行株文金吐
当 初 盾 托 Al産 金銭 2.∝氾万円 金紙 7.494万3.682円
伍 托 AFl tTAJl 特に定めILい 特に定めTEい
偵 Te管 理 人 移元直雌氏 麻m政夫氏 (税理-J=)
運営委Å会垂Å
教艮)はか9名 糾ta会埋W長)ほか9名























王 拐 甘 庁 神訴川県 大蚊lFf
(出所) 信託協会資料より作成｡
公益LS托山谷まもづくりZB 公ii店托佐倉即 行環境滋 公ii倍化蛙古跡-祈珊妓
金 穐生谷玉企 立脚臼沖益金
也JGi1-円における rまもづ 拙土の環妓立脚を実践す 畑土の均gt且脚を実出す
くり｣のためのtJ一業や横軸 争仙人又ll田肘 こ対すろ ろ他人又l1日】体に対すろ
セ肋収 .政肋することに上 助成金の拍付を行い. ち 助成金のは付を行い. ち
り.安全 .姓Hi.快適で且 つて蛙食地区が自ざ-T旺 つて蛙食地区が日ざす庄





金銭 7.000万円 金法 6.400万円 金iI9.600万円
術に定めTEい 特に定めTEい 輔に定め1小 .
aZ和忠夫氏 (臥埋士) 石川金之肋Et(8L迦士) 石JIL金之肋氏 (税理士)
中fF比戎氏 (JA谷市河鮒地 -AIf耳道氏 (佐倉市白JF J中台利夫氏 (蛙食市臼JF
区土地区日並埋 山 合理'4f 生谷土地区由並埋AL合瑚 生谷土地区ii塩埋班会埋
長)ほか 6名 耶)はか 8名 qf)はかlO名
山谷前歯鮒 也区及び越谷市 雌JjEXE的 堀境並嫡
内において行われろ次には tl】 'jHk他の範的 (l) 公共.地の並的
げろlJf兼又は伝動に対する (2) その他同上に串する.川 その他同上に申する




















































































































































































































2 ｢ふるさとトラス ト｣ の仕組みとその概要

















図表12 直営 ･財団併用のふるさとトラス ト









































































区 分 帯〝l食 の は畑 控除岨JElR(iE人収)
8 本 -AAの寄附 寄附金のは畑の特定rJL 次の'iAを岨JRとしてJA金に
食控除枠 算入(資本等の金紙xO.25%十jrr持合胡x2.5%)xl/2





特定の帯附 特に公益性の強いBl掛 二村 地 所相の10%を限旺 とし
食性振樺 する帯附合 (漣州.11枚肘に対する公共の目的の寄附%%%tJ)その他の 益団体にTLTする寄附金 では金井人
イギリス -A2の寄附食控除枠
特定の寄附 恋着団体 (.-if.昔日的の(=y) 全誠をJA金井人支払配当の3%を随LXとして岨金井人 (非同族法人)又は平川500万ポンドを吸LEとしてLR金井人 (全法人)
金控徐枠 にのみ設立さtt/=朗体)に対する帯附合であって.(D3年超の朋肌 こhl=つて毎 寄 を行 うことを的し/=掠印旺蓄契約に基づくLのむ1回限 りの しの




金 ihAの0.2.%⑦所持 5% (字的..ti首日的及LF特に共助に仕丁ると止められる文化目的の寄附金についてtllO%)
フランス -収の帯附金控除枠
特定の寄附 絹に公益的である所作に対 平川捻光上の0.3%を岨Fi:
金控除枠 -Tも.#附合 (第枚用件..tt.音FJ体.その他オリンビ ツタ姐托垂見合IJ:どや前にiEI)らlLI=BIは) としてfA金片人
その他一定の公益日lH:に対 年榊捻売上の0.2%を岨度
する7f附合は可fJt党汲例琴に対する寄附金 としてLA金井人





特定の帯附 乱 公的扱恥 二村する寄附 全韻を所持控除
食控除枠 金特定文化 .芸的治山の/=y)の寄附金
その他特定の公益Bl肘 二村 所相の 2%全敗JRとする所
する寄附金 7.Il控除
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図表14 寄附金税制の要点
法人による寄附_ 個人による寄附
一 般 寄 附 金 損金算入限度額の範囲内で損金算入できる(法人税法第37条第2項) 所得控除できない





































































































平成 9年 3月末現在､地方自治体が委託者 となって公益信託を設定した事例は､9件ある｡現状で
は極めて少ないが､｢くま/もと21ファン ド｣｢横浜野毛地区まちづ くりトラス ト｣ ｢ヨコハポー トサ
イドまちづ くりトラス ト｣などが､その代表的な事例 としてあげられる｡
今後の方向としては､地方自治体が中心 となり､一般会計からの拠出金だけによる基金づ くりだ
けではなく､広 く一般市民からの浄財を募るという観点から､｢募金型のNPO支援基金｣や ｢まち






















































































76 新しいまちづ くり活動の支援システムの研究- ｢基金｣ ｢公益信託 ｣｢NPO｣の現状と課題一


























































































一 企業 1 団捧 個人





























次の図表15-図表18については､現行法制度を踏まえ･､｢基金｣ ｢公益信託 ｣｢NPO｣ を基軸に､


























1) 出井信夫 ｢地方自治体による基金制度の現状と将来｣ 『民間との連携による事業手法を学ぶ』研修報告
fltj'-､平成5年3月､財電源地域振興センター











③ 堀田力 ･雨宮考子編 『NPO法コメンタール』日本評論社､平成10年12月
④ NPO･ボランティア研究会 『NPOとボランティアの実務』新 日本法規､平成10年5月
5)NPO･ボランティア研究会 『NPOとボランティアの実務』新 日本法規､平成10年5月
6) 山下茂 ｢地域づ くりトラス ト｣『21世紀を創る第3セクター』所収｡平成 6年7月､公職研､第3セク
ター研究学会編
7) 山下茂 『地域づ くりトラス トのすすめ-ふるさとづ くりへのシビック･トラス ト戦略』平成 5年 4月､
良書普及会
